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デジタル先進国であるインド

経済大国の道を進むインド。「デジタル・インディア」構想による政府の後押しで、5Gは急成長へ

Vol.64

※エリクソンの地域分類に基づく。東南アジアはオセアニア地域を含む
（出所）エリクソン「Ericsson Mobility Report (June 2023)」のデータを基に

三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

 インドは、世界最多14億人超の若く豊富な人口が原
動力となり、消費拡大などを背景に高水準の経済成
長を続けています。近年は、モディ政権が推し進める
さまざまな経済改革の本格化で、さらなる成長加速
が見込まれており、2027年には日本を抜いて世界
第3位の経済大国になると予想されています。

 また、ハイレベルな理科系教育体制等から数多くの
IT人材や世界的なIT関連企業を輩出している他、近
年では、キャッシュレス決済や生体認証IDシステム
「アドハー」の普及が急速に進んでおり、デジタル先
進国としての側面もあります。

 モディ政権は、2015年に「全国民へのデジタル・イ
ンフラの提供」・「オンデマンドでの行政サービスの提
供」・「デジタル化による国民の潜在能力の発揮」等
を柱とした国家戦略「デジタル・インディア」構想を掲
げました。以降、デジタル・インフラを公共財と位置
付け、社会全体のデジタル化を目指し整備・普及に
取り組んでいます。

 5G（第5世代移動通信システム）は、こうした取り組
みには不可欠な技術であり、教育や医療の革新にも
寄与するものとして、5Gサービス導入に対するイン
ド政府の期待は大きいものとなっています。

 5Gインフラ面では、2022年１０月に5Gの商用サー
ビスが開始されて以降、急ピッチで整備が進んでい
ます。5G契約件数は2022年末に約1,000万件に
到達し、2028年末には同国のモバイル契約件数の
約57％を占めると予測されており、世界で最も急
速に成長が進む5G市場になるとみられています。

 デジタルインフラ面での地域格差がみられるデジタ
ル化の余地が大きいインドですが、今後デジタル化
が進むにつれてデータ通信量も飛躍的に増加すると
予想されています。そのため、5G通信の普及拡大、
それに伴う関連サービスの進展は、インド国内の企
業だけでなく世界各国の5G関連企業にも大きな成
長機会をもたらすと期待されます。

5G関連サービス拡大の加速に期待
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（出所） 世界銀行のデータを基に三井住友トラスト・アセットマネジメント作成

（出所）GSMA Intelligence「The Mobile Economy 2022」のデータを基に
三井住友トラスト・アセットマネジメント作成
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